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 県内の刑法犯認知件数は、平成 14 年をピークに年々減少を続けていますが、

殺人等の凶悪犯罪や悲惨な交通死亡事故は、未だなくなっていません。 

また、県が平成 30 年に県内の犯罪被害者等を対象に実施した実態調査では、

犯罪被害者等は、犯罪等そのものによる直接的な被害だけではなく、その後も心

身の不調や経済的負担の増加、さらには周囲の理解不足による言動等からの二

次被害にも苦しめられていることがわかりました。 

県では、こうした現状を踏まえ、犯罪被害者等が受けた被害の早期の回復又は

軽減及び犯罪被害者等の生活の再建に対する支援を行うとともに、犯罪被害者

等を支える社会の形成を促進することを目的に平成 31年３月「三重県犯罪被害

者等支援条例」（以下「条例」という。）を制定し、令和元年 12月同条例に基づ

き、多岐にわたる犯罪被害者等支援施策を総合的かつ計画的に推進するため、

「三重県犯罪被害者等支援推進計画」（以下、「推進計画」という。）を策定しま

した。 

本書は、令和２年度中の県関係部局（警察本部、教育委員会を含む）による犯

罪被害者等支援施策の実施状況をとりまとめ、各施策の現状及び今後の方向性

を確認することにより、推進計画の進捗状況を管理するとともに、県における犯

罪被害者等支援施策の一層の進展を図るものです。 

 

 

 

（１）計画の期間 

令和２年度から令和５年度までの間 

（２）基本方針 

条例第３条の基本理念に基づき、犯罪被害者等支援施策を総合的かつ計 

画的に推進するため、次の３つの基本方針を掲げています。 
 

① 犯罪被害者等の基本的人権を重んじ、犯罪被害者等の立場に立った 

適切な支援が提供されること 

 

② 犯罪被害者等の個々の事情・置かれている状況等に応じた犯罪被害者

等に寄り添った支援が提供されること 

 

③ 犯罪被害者等の心身の状況の変化に応じた必要な支援が途切れるこ

となく提供されること 

 

 

 

 

１．はじめに 

２．推進計画の概要 
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ウ 具体的施策の体系 

具体的施策の体系は、条例第１条の目的に基づき、「犯罪被害者等が

受けた被害の早期回復・軽減及び犯罪被害者等の生活再建に対する支

援」、「犯罪被害者等を支える社会の形成の促進」の２つを「施策の柱」

とし、それぞれの「施策の柱」を条例に沿って複数の「基本施策」に細

分化しました。「基本施策」の下に各「施策」を整理しました。 

 

基本方針

1

2

3

（１）

Ａ 相談及び情報の提供

犯罪被害者等が受けた被害の早期回復・軽減及び犯罪被害者等の生活再建に対する支援

犯罪被害者等の基本的人権を重んじ、犯罪被害者等の立場に立った適切な支援が提供されること

犯罪被害者等の個々の事情・置かれている状況等に応じた犯罪被害者等に寄り添った支援が提供されること

犯罪被害者等の心身の状況の変化に応じた必要な支援が途切れることなく提供されること

② 《重点》「みえ性暴力被害者支援センター　よりこ」の運営

③ 被害者支援要員の運用

施策の柱

基本施策 施策

①
《重点・新規》県警察及び民間支援団体と県、市町等との相互連携の

促進

⑥ ＤＶ被害にかかる相談対応

⑦ 児童虐待にかかる相談対応

④ 性犯罪被害者相談ダイヤル「♯８１０３」（ハートさん）の運用

⑤ 被害者連絡制度による捜査に関する情報の適切な提供

② 犯罪被害給付制度の運用

⑧ 交通事故にかかる相談対応

⑨ 「被害者の手引」の配付による犯罪被害者等への情報提供の充実

⑦ 犯罪被害者等の実情に応じた福祉サービス等の提供

Ｂ
被害の早期回復・軽減のための

支援

⑤ 犯罪被害者等に対するカウンセリングの実施

⑥ 学校現場における犯罪被害者等への支援

③ 公費支出制度の運用

④ 性犯罪・性暴力被害者に対する初期医療的処置の公費負担

① 《重点・新規》三重県犯罪被害者等見舞金の速やかな給付

施策体系図
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⑧ 学校における児童生徒の犯罪被害者等への理解の促進

⑥ 《新規》インターネット上の誹謗中傷等への対応

⑦ 生徒等を対象とした「命の大切さを学ぶ教室」の開催

④ 《重点・新規》事業者の犯罪被害者等への理解の促進【再掲】

⑤ 《新規》医療従事者等の犯罪被害者等への理解の促進

② 《新規》犯罪被害者等支援についての出前講座等の実施

③ 「～寄り添うこころ～よりこ」出前講座の実施

⑦ 《重点》市町の総合的対応窓口設置に関する支援

（２）

Ａ 総合的な支援体制の整備

① 《重点》「犯罪被害を考える週間」を中心とした広報啓発の実施

⑤ 《拡充》犯罪被害者等支援に従事する者に対する研修等の実施

⑥ 《拡充》支援従事者の心理的外傷のケア

Ｂ 犯罪被害者等への理解の促進

犯罪被害者等を支える社会の形成の促進

③
《重点・新規》県警察及び民間支援団体と県、市町等との相互連携の

促進【再掲】

④ 学校現場における犯罪被害者等への支援【再掲】

①
「三重県安全安心まちづくり・犯罪被害者等支援施策連絡会議」の開

催による県庁内の支援体制の整備

②
「犯罪被害者等支援施策市町担当者会議」の開催による県と市町の連

携の強化

⑥ 《重点・新規》事業者の犯罪被害者等への理解の促進

⑦ 三重県労働相談室の運営及び公共職業訓練の実施

④ 《重点・新規》安全確保等のための一時的な居住先の確保

⑤ 犯罪被害者等及びＤＶ被害者の県営住宅優先枠抽選制度の運用

② 被害直後における緊急避難場所の確保

③ ＤＶ被害者や被虐待児童等の一時保護

① 再被害防止措置の推進Ｃ 生活再建に対する支援

 
※条例制定により取組の始まった施策は「新規」、これまでの取組を拡充するものは「拡充」、

注力して取り組む施策は「重点」と表記しています。 
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エ 進捗管理 

推進計画では、年度ごとに各施策の実施状況をとりまとめ、有識者等会

議である「三重県犯罪被害者等支援施策推進協議会」における意見聴取等

により、進捗状況の点検、施策の改善を図ることとしています。 

また、以下の数値目標を設け、犯罪被害者等支援施策の取組の進捗を客

観的に判断することとしています。 

 

目標項目 
令和元年度

の数値 

目標値 

(令和５年度) 
対応する基本施策 

① 犯罪被害者等支援

施策集作成市町数 
２市町 29市町 

・相談及び情報の提供 

・被害の早期回復・軽減の

ための支援 

・生活再建に対する支援 

・総合的な支援体制の整備 

② 「（公社）みえ犯罪

被害者総合支援セ

ンター」の認知度 

6.5％ 30.0％ 

・相談及び情報の提供 

・犯罪被害者等への理解の

促進 

③ 「みえ性暴力被害

者支援センター 

よりこ」の認知度 

9.4％ 30.0％ 

・相談及び情報の提供 

・犯罪被害者等への理解の

促進 
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令和２年度における主な施策の実施状況を推進計画の施策体系に沿ってま

とめました。全施策の実施状況は、20ページから 28ページに掲載しています。 

 
 

     

   
 
① 《重点施策》県警察及び民間支援団体と県、市町等との相互連携の促進 

  ⅰ 犯罪被害者等の心情に寄り添った途切れることのない支援を行うため

公益社団法人みえ犯罪被害者総合支援センターに「コーディネーター」を

配置しました。 

関係機関・団体間の相互連携の促進を図るため、県が実施する、市町等

行政機関の職員及び民間の支援ボランティア等に対する研修会において、

コーディネーターが講話等を実施し、犯罪被害者等支援従事者の人材育成

を行いました。 

 

ⅱ 令和２年７月から９月にかけて、県内９ブロックにおいて、県、市町、

関係機関・団体が参加する意見交換会を開催しました。 

意見交換会は、県、市町、警察本部、みえ犯罪被害者総合支援センター、

三重弁護士会、法テラス三重地方事務所、津地方検察庁、第四管区海上保

安本部、三重県臨床心理士会及び開催ブロックを管轄する警察署が参加し、

死傷者多数事例を素材として、各主体の対応内容を確認し合うなどし、事

例検討を実施しました。 

各担当者の対応能力の向上だけでなく、担当者同士顔の見える関係の構

築を図りました。 

 

【開催結果概要】 

 ブロック 実施日 参加市町 参加者 

１ 桑名 ８月２７日 桑名市、木曽岬町、いなべ市、東員町 17名 

２ 四日市 ７月 ６日 四日市市、朝日町、川越町、菰野町 22名 

３ 鈴鹿 ８月 ６日 鈴鹿市、亀山市 15名 

３．令和２年度の主な犯罪被害者等支援施策の実施状況 

（１）犯罪被害者等が受けた被害の早期回復・軽減及び犯罪被害者等の 

生活再建に対する支援 

Ａ 相談及び情報の提供 

条例第 15条 相談及び情報の提供 

第 18条 損害賠償請求に関する支援 

   



6 

 

４ 津 ８月１９日 津市 14名 

５ 松阪 ７月２１日 松阪市、多気町、明和町、大台町、大紀町 18名 

６ 伊勢 ７月１３日 伊勢市、鳥羽市、志摩市、度会町、南伊勢町 25名 

７ 伊賀 ９月１６日 伊賀市、名張市 16名 

８ 尾鷲 ９月 ９日 尾鷲市、紀北町 15名 

９ 熊野 ９月 ３日 熊野市、御浜町、紀宝町 17名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ブロック別意見交換会の状況 

 

 

② 《重点施策》「みえ性暴力被害者支援センター よりこ」の運営 

  ⅰ 新型コロナウイルス感染症の影響により、増加や深刻化が懸念される

「ＤＶ被害者支援」、「妊娠ＳＯＳ」、「性暴力被害者支援」の３分野合同の

ＳＮＳ相談を、令和２年６月１日から開始したところ、令和２年度中の相

談件数は 334件（うち性暴力 95件）でした。 

    令和２年６月に、国（性犯罪・性暴力対策強化のための関係府省会議）

が「性犯罪・性暴力対策の強化の方針」を策定し、令和２年から令和４年

を集中強化期間として取り組んでいくこととしました。 

    その一環として、10 月１日からナビダイヤル♯8891（はやくワンスト

ップ）が始まったほか、11 月の女性に対する暴力をなくす月間について

は「性暴力をなくそう」のテーマで広報に取り組みました。 

「みえ性暴力被害者支援センター よりこ（以下「よりこ」という。）

の相談件数は、前年度の約２倍となる 623 件（前年度＋295 件）、付き添

い支援等直接的支援件数は 90件（前年度＋61件）と急増するなど、性犯

罪・性暴力被害に対する相談・支援ニーズが急速に高まりました。 
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    【３分野合同ＳＮＳ相談実績】 

相談機関 相談件数 

Ｄ      Ｖ 93件 

妊娠ＳＯＳ 146件 

性  暴  力 95件 

合      計 334件 

 

 

 

                  三重県 DV・妊娠 SOS・性暴力相談 

広報用チラシ（別添１参照） 

 

 

 

 

  

ⅱ 中学生に対して「よりこ」の周知啓発を行い、若年層の性犯罪・性暴力

被害の潜在化を防止するため、中学生向けの「よりこ」チラシを作成のう

え、教育委員会と連携し、県内中学校に対して同チラシを配付しました。 

誰にも相談できずにいる中学生の性暴力被害者や、性暴力に関する相談

を生徒等から打ち明けられた際の対応に不安を感じている学校職員等に

活用してもらい、支援を必要としている被害者が安心して相談が出来、一

人でも多く支援に繋がるよう、中学校の保健室等へのチラシ設置や、性暴

力の被害に苦しんでいる生徒や保護者の方に、必要に応じて案内してもら

う等の活用を図りました。（別添２参照） 

そうした広報強化もあって、数値目標としている「よりこ」の認知度は

16.0％と、令和元年度の数値から 6.6％増加しました。 

 

 

 

 

  
 

 《重点施策》三重県犯罪被害者等見舞金の速やかな給付 

  ⅰ 犯罪被害者等の経済的負担を軽減するため、犯罪被害者のご遺族又は

Ｂ 被害の早期回復・軽減のための支援 

条例第 16条 経済的負担の軽減 

第 17条 保健医療サービス及び福祉サービスの提供 
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犯罪被害により重傷病若しくは精神療養が必要となった犯罪被害者に

見舞金を給付しました。 

    令和２年度は、合計８件、210万円の見舞金の支給を行いました。 

    申請手続きの支援をみえ犯罪被害者総合支援センターへ委託して、被

害者の負担軽減を図るとともに、出来るだけ迅速に支援を行うため、申

請受理から支給までを約３週間とする目標で手続きを進め、速やかな支

給を行うことができました。 

     また、押印手続きの見直しを行い、申請者の負担軽減を図りました。 

 

 

   【令和２年度見舞金給付実績】 

見舞金の種別 給付件数、給付額 

遺族見舞金 ２件、120万円 （１件、 60万円） 

重傷病見舞金 ４件、 80万円 （６件、120万円） 

精神療養見舞金 ２件、 10万円 （２件、 10万円） 

合      計 ８件、210万円 （９件、190万円） 

※（ ）内は令和元年度の給付実績 

 ⅱ 見舞金を必要としている外国人の犯罪被害者等が間違いなく見舞金

を受け取れるよう制度周知を図るため、外国語版（ポルトガル語、スペ

イン語、英語、簡体中国語）の「三重県犯罪被害者等見舞金広報用チラ

シ」を作成しました。 

   三重県 HP に掲載するとともに、市町相談窓口、みえ犯罪被害者総合

支援センター等関係機関・団体において、窓口に設置するなどして活用

を図りました。 

 

 

 

 

                 三重県犯罪被害者等見舞金 

            外国語版チラシ 

               （別添３①～④参照）  

 

 

 

 

 

 

③  性犯罪・性暴力被害者に対する初期的医療処置の公費負担 

「みえ性暴力被害者支援センター よりこ」で相談を受けた性犯罪・性暴

力被害者に対して、適切な医療的処置が図られるようにするとともに、緊

急避妊処置料、性感染症検査費用等の公費負担できるよう、９つある協力
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病院（産婦人科）の更なる拡充を図るとともに、現在、１つもない男性被

害者が受診できる連携・協力病院を確保するため、医師会と調整を行いま

した。 

 

 

 

① 《重点施策》安全確保等のための一時的な居住先の確保 

犯罪被害者等が犯罪被害や二次被害・再被害防止のために、一時的に転

居が必要となった際の安全な居住先の確保と、仲介手数料の免除による経

済的負担の軽減を図り、犯罪被害者等が受けた被害の早期回復・軽減及び

犯罪被害者等の生活再建に対する支援を行うことを目的に、令和２年７月

８日、「公益社団法人三重県宅地建物取引業協会」及び「公益社団法人全日

本不動産協会三重県本部」と「犯罪被害者等への民間賃貸住宅の仲介等に

関する協定」を締結しました。 

 

【協定に基づく支援の概要】 

 協定に基づく支援の概要 

① 希望に沿った民間賃貸住宅物件の情報提供 

② 入居契約時における仲介手数料の免除 

 

三重県ホームページへの掲載、報道発表による周知（伊勢新聞、中日新

聞に掲載）等広報を行いましたが、令和２年度の同協定に基づく支援実績

はありませんでした。 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

協定締結式の状況 

Ｃ 生活再建に対する支援 

条例第 19条 安全の確保 

第 20条 居住の安定 

第 21条 雇用の安定 
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② 《重点施策》事業者の犯罪被害者等への理解の促進 

犯罪被害者等が身体的・精神的被害が原因で仕事上の作業能率が低下

する、怪我の治療や捜査協力、裁判手続きのための欠勤等が増加する等

様々な困難を抱える中、このような状況について職場の理解が得られな

いことを防ぐため、事業者の方々に、犯罪被害に遭った従業員の雇用継

続、休暇取得への配慮、職場における二次被害の防止等について理解を

深めるための事業者向けパンフレットを 2,000枚作成しました。 

県庁内雇用関係窓口及び事業者団体に配付したほか、先における窓口

設置、三重県ホームページへの掲載、事業者団体の担当に説明するなど

取り組みました。 

 

【主な配布先】 

機関 主な配布先 

県庁内 
環境生活部、雇用経済部、三重県労働相談室、三重県労働

委員会 

事業者

団体 

 三重県商工会議所連合会、三重県商工会連合会、三重県経

営者協会、三重労働局、三重県中小企業団体中央会、三重県

中小企業家同友会、（公財）三重県産業支援センター、三重県

農業協同組合中央会、三重県漁業協同組合連合会、三重県防

犯設備協会 等 

その他 
人権啓発懇話会（新型コロナウイルスの影響により書面開

催）における配付 等 

 

 

 

 

事業者向け犯罪被害者等支援 

啓発パンフレット 

                    （別添４参照） 
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①  犯罪被害者等支援に従事する者に対する研修等の実施 

   令和２年 10月、12月、三重県人権センターにおいて、支援従事者を対象

とした「三重県犯罪被害者等支援研修会」を開催しました。研修会では、犯

罪被害者遺族、大学准教授による講演に加え、犯罪被害者等支援の専門家

による事例検討やロールプレイング研修を実施することで、実務に直結し

たノウハウの習得を目指すとともに、関係機関・団体の顔の見える関係の

構築を図りました。 

  【開催結果概要】 

実施回 実施日 講師 参加者 

第１回 10月８日 【講演】 

京都府犯罪被害者支援コーデ

ィネーター 

犯罪被害者ご遺族 

 岩城 順子氏 

【事例検討】 

みえ犯罪被害者総合支援セン

ター副理事長 

藍野大学 仲 律子氏 

85人 

県職員、市町職員、警

察官、検察官、弁護

士、海上保安官、法テ

ラス、支援センター

相談員 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）犯罪被害者等を支える社会の形成の促進 

Ａ 総合的な支援体制の整備 

条例第 ８条 総合的な支援体制の整備 

第 10条 支援従事者の育成 

第 11条 支援従事者に対する支援 

第 12条 民間支援団体に対する支援 

第 13条 市町に対する支援 

 

 

 

第１回三重県犯罪被害者等支援研修会開催状況 
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実施回 実施日 講師 参加者 

第２回 12月11日 【講演】 

武庫川女子大学文学部 

心理・社会福祉学科 

  准教授 大岡 由佳氏 

【事例検討】 

みえ犯罪被害者総合支援セン

ター副理事長 

藍野大学 仲 律子氏 

42人 

県職員、市町職員、警

察官、検察官、弁護

士、海上保安官、法テ

ラス、支援センター

相談員 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２回三重県犯罪被害者等支援研修会の開催状況 

 

 

 

②  ≪重点施策≫市町の総合的対応窓口設置に関する支援 

  ⅰ 市町における犯罪被害者等への情報提供の充実をさらに進める必要が

あることから、市町の総合的対応窓口に来られた方への交付用の資料と

して、市町内及び関係機関・団体の支援窓口をとりまとめた「相談窓口等

一覧」の作成を市町へ働きかけました。 

働きかけの際、市町が「相談窓口等一覧」を作成しやすいよう、ひな形

を作成し配付しました（別添４参照）。 

また、市町の総合的対応窓口及び関係機関・団体における犯罪被害者等

支援窓口の周知のため、窓口へのミニのぼり旗の設置を促進しました。 
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窓口設置用ミニのぼり旗 

 

 

 

 

 

ⅱ 市町担当者の多くが実際に犯罪被害者等支援を行った経験がなく、支援

にかかるノウハウの蓄積は市町によって異なります。加えて、人事異動等

により、担当者が替わる度に担当者個々の対応力によって、実施する支援

内容に差が生じることから、市町職員を中心とした支援従事者の対応力を

底上げするため、犯罪被害者等支援のマニュアルとなる「三重県犯罪被害

者等支援ハンドブック」を作成しました。 

本冊子は、警察庁の令和２年度犯罪被害者等施策関係事業の募集に応募

して実施する運びとなったもので、三重県及び警察庁で 200 冊作成し、市

町やみえ犯罪被害者総合支援センター、三重県弁護士会、津地方検察庁等

関係機関・団体等に配付しました。 

窓口担当者が適切にハンドブックを活用するための研修を令和３年度

に予定しています。 

 

 

 

三重県犯罪被害者等支援 

                      ハンドブック 
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  ⅲ 市町における、関係課との連携体制の構築、支援施策の把握及び適切な

情報提供のため、市町内の犯罪被害者等支援施策をとりまとめた「市町版

犯罪被害者等支援施策集」のひな形を作成し、各市町に配布しました。 

また、県内７市町を訪問し、条例制定後の支援体制整備について助言や

意見交換を行い、条例制定後の体制整備の重要性について説明し、継続し

て支援を充実させていくよう働きかけました。 

しかし、最終的に窓口等一覧、施策集の作成は７市町にとどまりました。 

 

【作成状況】 

種別 作成市町数 

相談窓口等一覧 ７市町 

市町版犯罪被害者等支援施策集 ７市町 

 

  ⅳ 市町における犯罪被害者等の視点に立った総合的かつ計画的な犯罪被

害者支援に資するよう、各市町に対し、犯罪被害者等の支援に関する条例

の制定について情報提供を行いました。 

     また、条例制定検討中の市町との個別協議を行い、各担当者に対して、

県が条例を検討した際のスケジュールや条例の構成イメージ、支援の取

組イメージ、条例素案、条例検討懇話会スケジュール等に関する説明を行

い、条例制定に向けた取り組みを支援しました。 

 

【個別協議実施結果】 

 実施日 個別協議市町 

１ ６月２４日 朝日町 

２ ７月２８日 鈴鹿市 

３ ７月１７日 伊勢市 

４ ９月 ８日 亀山市 
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【参考】令和３年４月１日に条例（要綱）を施行（策定）した市町 

（令和２年度未制定） 

 

市町名 施行月日 支援事業 

伊勢市 

（条例） 

令和３年 

４月１日 

・支援金（遺族 30万円、重傷病 10万円、精神

療養２万 5,000円） 

・助成金（家事援助、一時保育、転居、家賃） 

鈴鹿市 

（条例） 

令和３年 

４月１日 

・支援金（遺族 30万円、重傷病 10万円、精神

療養２万 5,000円） 

尾鷲市 

（条例） 

令和３年 

４月１日 
 

熊野市 

（要綱） 

令和３年 

４月１日 

・支援金（遺族 30万円、重傷病 10万円、精神

療養２万 5,000円） 

木曽岬町 

（条例） 

令和３年 

４月１日 

・支援金（遺族 30万円、重傷病 10万円、精神

療養２万 5,000円） 

菰野町 

（条例） 

令和３年 

４月１日 

・支援金（遺族 30万円、重傷病 10万円、精神

療養２万 5,000円） 

 

〇令和２年度中の市町における条例施行状況 

 

市町名 施行月日 支援事業 

大紀町 
令和２年 

４月１日 

・支援金（遺族 30万円、重傷病 10万円、精神

療養２万 5,000円） 

明和町 
令和２年 

７月１日 

・支援金（遺族 30万円、重傷病 10万円、精神

療養２万 5,000円） 

度会町 
令和２年 

９月 18日 

・支援金（遺族 30万円、重傷病 10万円、精神

療養２万 5,000円） 

多気町 
令和２年 

９月 25日 

・支援金（遺族 30万円、重傷病 10万円、精神

療養２万 5,000円） 

桑名市 
令和２年 

９月 30日 

・支援金（犯罪被害者の遺児 30万円） 

・真相究明費（被疑者検挙のための費用 30万

円） 

・給付金（一時保育、家事援助、家賃、引越費

用の給付） 

南伊勢町 
令和２年 

12月 18日 

・支援金（遺族 30万円、重傷病 10万円、精神

療養２万 5,000円） 
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朝日町 

（条例） 

令和３年 

４月１日 

・支援金（遺族 30万円、重傷病 10万円、精神

療養２万 5,000円）・ 

川越町 

（条例） 

令和３年 

４月１日 

・支援金（遺族 30万円、重傷病 10万円、精神

療養２万 5,000円） 

紀北町 

（条例） 

令和３年 

４月１日 

・支援金（遺族 30万円、重傷病 10万円、精神

療養２万 5,000円） 

 

 

 

 

 
 

①  《重点施策》「犯罪被害を考える週間」を中心とした広報啓発の実施 

  ⅰ 社会全体で犯罪被害者等を支えていくという機運の醸成と犯罪被害者

等支援に対する県民や事業者の理解の促進を図るため、三重県犯罪被害

者等支援条例に定める「犯罪被害を考える週間（11 月 25 日から 12 月１

日まで）」において、桑名市、公益社団法人みえ犯罪被害者総合支援セン

ターとの共催で、令和２年 11 月 18 日、「犯罪被害者支援を考える集い」

を開催しました。 

なお、この集いは、令和２年９月 30 日に制定された「桑名市犯罪被害

者等支援条例」を記念したキックオフ大会も兼ねています。 

 

  
「令和２年度犯罪被害者支援を考える集い」の開催状況 

 
 

Ｂ 犯罪被害者等への理解の促進 

条例第 22条 県民の理解の促進 

第 23条 学校における教育の促進 



17 

 

【開催概要】 

開催日時場所 プログラム 参加者 

11月 28日 

13:30～16:00 

 

大山田コミ

ュニティプ

ラザ 

（桑名市） 

 

【講演】 

「あなたが突然、犯罪被害者になったら…」 

犯罪被害者ご遺族 寺輪 悟 氏 

【条例概要・支援活動紹介】 

・桑名市犯罪被害者等支援条例概要 

・みえ犯罪被害者総合支援センター支援活動 

【犯罪被害者等を支える社会づくりを呼びかけ

る啓発イベント】 

出演者 桂 文我 氏 

【フィナーレ】県民代表による犯罪被害者等を支

える社会づくりに向けての決意表明 

・交通遺児を励ます会会員のお子さん 

・県立桑名工業高等学校 生徒の皆さん 

159人 

   

 

ⅱ 「犯罪被害を考える週間（11 月 25 日から 12 月１日まで）」において、広く

犯罪被害者等支援の気運を醸成するため、県内全域で実施し、県庁内県民ホ

ール、県地域機関、県内各市町一斉にのぼり旗・パネル・ポスター・チラシ

等展示を実施しました。 

  そうした広報の結果、数値目標としているみえ犯罪被害者総合支援センタ

ーの認知度は、11.3％と令和元年度から 4.8％増加となりました。 

   

  
県庁内県民ホールでのパネル展示の実施状況 
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犯罪被害を考える週間                                              

チ チラシ 

別 （別添５参照） 

 

 

 

 

②  犯罪被害者等支援についての出前講座の実施 

市町役場や関係機関・団体に県職員が赴き、条例及び犯罪被害者等支援

の必要性や要領について事例検討を交えて説明する出前講座を６回実施

しました。 

新型コロナウイルス感染症の影響もあり、前年より回数は減りましたが、

犯罪被害者等に寄り添い、温かく支え合う地域社会の実現にむけて、多く

の機関、団体等に支援の必要性について正しく理解する機会を継続して提

供することができました。 

    

【開催概要】 

実施日時 開催地 参加者 

７月 16日 三重県町村会 23人 

７月 29日 （公社）みえ犯罪被害者総合支援センター ８人 

10月 23、29日 伊勢市役所 延べ 60人 

11月５日 四日市市役所 50人 

３月 11日 鈴鹿市役所 30人 

 合計（延べ人数） 171人 

    
 

 

 

 

 

 

 

 

出前講座の実施状況（写真左:町村会、写真右：鈴鹿市役所） 

【参考】 

 令和３年３月 15日オンラインによる広島県の担当者からのベンチマーク調査

に対し、三重県の取組を紹介しました。 
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≪新型コロナウイルスを踏まえた対応状況≫ 

 

 

 

【犯罪被害者等支援施策市町担当者会議】 

◆例年２回程度開催する県内全２９市町の防犯担当職員等が一堂に集

まる市町担当者会議を令和２年度は中止しました。 

◇代わりに、県内を９ブロックに分け、ブロックごとに少人数制で、市

町担当者との意見交換会を実施しました。 

 

【ＳＮＳを活用した「三重県ＤＶ・妊娠ＳＯＳ・性暴力相談事業】 

○新型コロナウイルス感染症の影響により、増加や深刻化が懸念され

る「ＤＶ被害者支援」、「妊娠ＳＯＳ」、「性暴力被害者支援」の３分野

合同のＳＮＳ相談を、令和２年６月１日から開始しました。 

 

【犯罪被害者支援を考える集い】及び【犯罪被害者等支援研修会】 

◇収容人数の多いホールの借上げ（収容定員の１/３以下とし社会的距

離を確保）や内容の縮小（演奏やアトラクションは中止）、その他必

要な感染拡大防止対策を講じたうえで開催しました。 

 

【「犯罪被害を考える週間」を中心とした啓発イベント】 

 －昨年度は県民ホールでのパネル展示及びショッピングセンターでの

街頭啓発を実施しましたが、令和２年度は不特定多数の来場が見込

まれる街頭啓発を中止としました。 

 ◇代わりに、事業者を対象としたパンフレットを作成し、事業者団体

等に配付することにより、犯罪被害者等への理解の促進を図りまし

た。 

 

【三重県犯罪被害者等支援施策推進協議会】 

 －令和２年度は集合形式で２回の会議開催を予定していましたが、第

１回会議をリモート参加が可能な形式で開催し、第２回は新型コロ

ナウイルス感染状況を踏まえ中止としました。 

 

 

 

○…新規 ◇…従来から方法を変更 －…従来から内容を縮小 

◆…中止 
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施策
の柱 

基本
施策 

施策名 事業内容 
主担
当部 

（
１
）
犯
罪
被
害
者
等
が
受
け
た
被
害
の
早
期
回
復
・
軽
減
及
び
犯
罪
被
害
者
等
の
生
活
再
建
に
対
す
る
支
援 

Ａ 

相
談
及
び
情
報
の
提
供 

《重点施策》 

①県警察及び

民間支援団体

と県、市町等

との相互連携

の促進 

○犯罪被害者等の心情に寄り添った途切れることの

ない支援を行うための「コーディネーター」を配置し、

関係機関・団体間の相互連携の促進を図りました。 

（前年度：同様の施策を実施） 

○県内９ブロックにおいて、県、市町、関係機関・団

体が参加する意見交換会を開催し、顔の見える関係の

構築及び各担当者の対応力の向上を図りました。 

（前年度：県、警察本部、（公社）みえ犯罪被害者総

合支援センターの３者で県内全市町、全警察署を訪

問。担当者の顔の見える関係の構築、新型コロナウ

イルス感染症対策のため、令和２年度はブロック別

で実施。） 

環
境
生
活
部 

《重点施策》 

②「みえ性暴

力被害者支援

セ ン タ ー  

よりこ」の運

営 

○性暴力・性犯罪被害者専門相談窓口として「よりこ」

を運営し、関係機関と連携し、ワンストップ支援を実

施しました。 

 ・相談件数：623 件（前年度：328 件、＋29５件） 

・連携機関会議：２回（前年度：1 回、＋１回） 

・研修会：19 回（前年度：８回、＋11 回） 

・支援件数：90 件（前年度：29 件、＋61 件） 

環
境
生
活
部 

③被害者支援

要員の運用 

〇犯罪被害者等の精神的な負担の軽減を図るため、被

害者支援要員を指定し、病院等への付添い、各種制度

の説明、関係機関の紹介等の支援活動を行いました。 

 ・運用件数：212 件（前年度：222 件、－10 件） 

警
察
本
部 

④性犯罪被害

相談ダイヤル

「＃８１０

３」（ハート

さん）の運用 

〇性犯罪被害相談ダイヤル「＃８１０３」を運用し、

24 時間体制で、性犯罪被害に関する相談に対応しま

した。 

 ・相談受理件数：37 件（前年度：26 件、＋11 件） 

警
察
本
部 

⑤被害者連絡

制度による捜

査に関する情

報の提供 

〇対象事件の犯罪被害者等に対し、随時、捜査状況等

の情報提供を行いました。 

（前年度：同様の施策を実施） 

警
察
本
部 

 

４．令和２年度の犯罪被害者等支援施策実施結果概要 
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施策
の柱 

基本
施策 

施策名 事業内容 
主担
当部 

（
１
）
犯
罪
被
害
者
等
が
受
け
た
被
害
の
早
期
回
復
・
軽
減
及
び
犯
罪
被
害
者
等
の
生
活
再
建
に
対
す
る
支
援 

Ａ 

相
談
及
び
情
報
の
提
供 

⑥ＤＶ被害に

かかる相談対

応 

〇女性相談所を配偶者暴力相談支援センターとして位

置づけ、関係機関と連携し、総合的な支援を実施する

とともに、心理判定員や精神科医師などの専門職員に

よる心のケアも実施しました。 

 ・相談件数：497 件（前年度：372 件、＋125 件） 

子
ど
も
・
福
祉
部 

⑦児童虐待に

かかる相談対

応 

〇児童相談所において、児童虐待をはじめとする養

護相談等に応じるとともに、一時保護を行いました。  

・児童虐待相談対応件数：2,315 件 

 （前年度：2,229 件、＋86 件） 

子
ど
も
・
福
祉
部 

⑧交通事故に

かかる相談対

応 

〇交通事故相談窓口において、交通事故被害者や加害

者の本人及びその家族に対して、賠償問題を円滑に進

めるための相談業務を実施しました。 

 ・相談件数：105 件 

（前年度：133 件、－28 件） 

環
境
生
活
部 

⑨「被害者の

手引」の配布

による犯罪被

害者等への情

報提供の充実 

〇刑事手続や関係機関・団体の犯罪被害者等支援施策

を取りまとめた「被害者の手引」を犯罪被害者等に配

布し情報提供を行いました。 

（前年度：同様の施策を実施） 

警
察
本
部 

 

《重点施策》 

①三重県犯罪

被害者等見舞

金の速やかな

給付 

○犯罪被害者等の経済的負担を軽減するため、「三重

県犯罪被害者等見舞金」を、犯罪被害者等に給付しま

した。 

・遺族見舞金：２件（前年度：１件、＋１件） 

・重症病見舞金：４件（前年度：６件、－２件） 

・精神療養見舞金：２件（前年度：２件、±０件） 

環
境
生
活
部 

《重点施策》 

②犯罪被害給

付制度の運用 

〇給付の対象となる犯罪被害者等に対し、制度の内容

や手続について十分に教示するとともに、申請受理や

裁定事務をできる限り速やかに行うよう努めました。 

・受理：10 件（前年度１件、＋９件） 

・裁定：４件（前年度２件、＋２件） 

警
察
本
部 

③公費負担制

度の運用 

〇犯罪被害者等の経済的負担の軽減を図るため犯罪被

害に係る医療費等の一部を公費で負担しました。 

 ・公費支出件数：28 件 

（前年度 38 件、－10 件） 

警
察
本
部 
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施策
の柱 

基本
施策 

施策名 事業内容 
主担
当部 

（
１
）
犯
罪
被
害
者
等
が
受
け
た
被
害
の
早
期
回
復
・
軽
減
及
び
犯
罪
被
害
者
等
の
生
活
再
建
に
対
す
る
支
援 

Ｂ 

被
害
の
早
期
回
復
・
軽
減
の
た
め
の
支
援 

④性犯罪・性

暴力被害者に

対する初期医

療的処置の公

費負担 

○性犯罪・性暴力被害者に対する初期医療的処置費用

を公費で支出し、経済的・精神的負担の軽減を図りま

した。 

 ・公費支出：６件（前年度１件、＋５件） 

環
境
生
活
部 

⑤犯罪被害者

等に対するカ

ウンセリング

の実施 

〇犯罪被害者等の精神的負担の軽減を図るため、臨床

心理士の資格を有する職員がカウンセリングを実施し

ました。 

 ・カウンセリング回数：47 回 

（前年度 15 回、＋32 回） 

警
察
本
部 

⑥学校におけ

る犯罪被害者

等への支援 

○犯罪被害にあった児童生徒の心のケアを行うために

スクールカウンセラーを緊急派遣するなどして対応し

ました。 （前年度：同様の施策を実施） 

教
育
委
員
会 

○性被害が発生した小学校からの要望により、臨床心

理士を派遣して、性被害に遭った低年齢児童に対する

心のケア等について、保護者や教員に対し研修を実施

するとともに、個別の相談に応じました。 

環
境
生
活
部 

⑦犯罪被害者

等の実情に応

じた福祉サー

ビス等の提供 

○県の犯罪被害者等支援施策を取りまとめた「犯罪被

害者等支援関連事業」を作成し、県庁内各部局、警察

本部、市町等関係機関・団体に配布しました。 

 ・作成部数：230 部（前年度 250 部、－20 部） 

環
境
生
活
部 

他 

Ｃ 

生
活
再
建
に
対
す
る
支
援 

①再被害防止

措置の推進 

〇再被害のおそれのある犯罪被害者等を再被害防止対

象者に指定し、関係機関と連携して、再被害防止に資

する関連情報の継続的な教示、防犯指導等を行いまし

た。（前年度：同様の施策を実施） 

警
察
本
部 

②被害直後に

おける緊急避

難場所の確保 

〇犯罪行為の現場になるなどして、自宅での居住が困

難となった犯罪被害者等の緊急避難場所を確保するた

め、一時避難に伴う宿泊費を公費で負担しました。 

 ・運用件数：５件（前年度２件、＋３件） 

警
察
本
部 
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施策
の柱 

基本
施策 

施策名 事業内容 
主担
当部 

（
１
）
犯
罪
被
害
者
等
が
受
け
た
被
害
の
早
期
回
復
・
軽
減
及
び
犯
罪
被
害
者
等
の
生
活
再
建
に
対
す
る
支
援 

Ｃ 

生
活
再
建
に
対
す
る
支
援 

③ＤＶ被害者

や被虐待児童

の一時保護 

〇女性相談所において一時保護を実施するとともに、

母子生活支援施設等へ一時保護を委託しました。 

・一時保護実施人数：実人員 4６名（本人） 

          （前年度 49 名、－３名） 

同伴児童：3９名 

（前年度 36 名、＋３名） 

〇児童相談所において一時保護を実施するとともに、

児童養護施設等へ一時保護を委託しました。 

・児童虐待を事由とする一時保護実施人数：449 人 

（前年度 480 人、－31 人） 

子
ど
も
・
福
祉
部 

《重点施策》 

④安全確保等

のための一時

的な居住先の

確保 

〇令和２年７月８日、犯罪被害者等の居住の安定を図

るため、「公益社団法人三重県宅地建物取引業協会」及

び「公益社団法人全日本不動産協会三重県本部」と「犯

罪被害者等への民間賃貸住宅の仲介等に関する協定」

を締結しました。 

 ・利用実績：０件（令和２年度新規施策。） 

環
境
生
活
部 

⑤犯罪被害者

等及びＤＶ被

害者の県営住

宅優先枠抽選

制度の運用 

○犯罪被害者等及びＤＶ被害者の県営住宅優先枠抽

選制度について、同制度の適切な運用に努めました。 

・利用実績：０件 

（前年度：０件、前年同期比±０件） 

県
土
整
備
部 

《重点施策》 

⑥事業者の犯

罪被害者等へ

の理解の促進 

○事業者の方々に、犯罪被害に遭った従業員の雇用継

続、休暇取得への配慮、職場における二次被害の防止

等について理解を深めていただくため、事業者向けの

パンフレットを作成し、県庁内雇用関係窓口及び事業

者団体に配付しました。（前年度：同様の施策を実施。

事業者向けパンフレットは新規作成。） 

○事業者の方々に、「三重県犯罪被害者等支援研修会」

に参加いただき、理解の促進を図りました。（令和２

年度新規施策。） 

環
境
生
活
部 
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施策 
の柱 

基本
施策 

施策名 事業内容 
主担
当部 

（
１
）
犯
罪
被
害
者
等
が
受
け
た
被
害
の
早
期
回
復
・
軽
減
及

び
犯
罪
被
害
者
等
の
生
活
再
建
に
対
す
る
支
援 

Ｃ 

生
活
再
建
に
対
す
る
支
援 

⑦三重県労働

相談室の運営

及び公共職業

訓練の実施 

【労働相談室】 

〇労働者や事業主から労働問題に関する相談があった

場合、その内容に応じて関係機関や支援制度等の情報

提供を行いました。 

（前年度：同様の施策を実施） 

【公共職業訓練】 

〇離職された方の早期の再就職を支援するため、職業

訓練の機会を提供しました。 

（前年度：同様の施策を実施） 

雇
用
経
済
部 

（
２
）
犯
罪
被
害
者
等
を
支
え
る
社
会
の
形
成
の
促
進 

Ａ 

総
合
的
な
支
援
体
制
の
整
備 

①「三重県安

心安全まちづ

くり・犯罪被

害者等支援施

策連絡会議」

の開催による

県庁内の支援

体制の整備 

○「三重県安心安全まちづくり・犯罪被害者等支援施

策連絡会議」を開催し、県庁内関係部局間の連携強化

を図りました。 

 ・開催状況：２回（８月、２月） 

  （前年度：２回、前年同期比±０回） 

環
境
生
活
部 

②「犯罪被害

者等支援施策

市町担当者会

議」の開催に

よる県と市町

の連携の強化 

○新型コロナウイルスの影響により、「犯罪被害者等

支援施策市町担当者会議」の開催が困難となったこと

から、代替措置として、県内９ブロック別に市町担当

者と少人数の意見交換会を開催し、市町の連携強化を

図りました。 

 ・開催状況：９回（６月～９月） 

（前年度は「犯罪被害者等支援施策市町担当者会議」

を３回開催） 

環
境
生
活
部 

《重点施策》 

③県警察及び

民間支援団体

と県、市町等

との相互連携

の促進【再掲】 

○犯罪被害者等の心情に寄り添った途切れることのな

い支援を行うための「コーディネーター」を配置し、関

係機関・団体間の相互連携の促進を図りました。 

（前年度：同様の施策を実施） 

○県内９ブロックにおいて、県、市町、関係機関・団

体が参加した意見交換会を開催し、顔の見える関係の

構築及び各担当者の対応力の向上を図りました。 

（前年度は「犯罪被害者等支援施策市町担当者会議」

を３回開催） 

環
境
生
活
部 
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施策
の柱 

基本
施策 

施策名 事業内容 
主担
当部 

（
２
）
犯
罪
被
害
者
等
を
支
え
る
社
会
の
形
成
の
促
進 

Ａ 

総
合
的
な
支
援
体
制
の
整
備 

④学校におけ

る犯罪被害者

等への支援

【再掲】 

○犯罪被害にあった児童生徒の心のケアを行うために

スクールカウンセラーを緊急派遣するなどして対応し

ました。（前年度：同様の施策を実施） 

教
育
委
員
会 

⑤犯罪被害者

等支援に従事

する者に対す

る研修等の実

施 

○犯罪被害者等支援従事者を対象に、研修会を２回開

催し、支援従事者の資質の向上と関係機関・団体の顔

の見える関係の構築を図りました。 

 ・第１回：講師…犯罪被害者ご遺族岩城順子氏、        

（公社）みえ犯罪被害者総合支援センター副理事

長仲律子氏、参加者 85 名 

・第２回：講師…武庫川女子大学文学部准教授大岡

由佳氏、みえ犯罪被害者総合支援センター副理事

長仲律子氏、参加者 42 名 

（前年度：同様の施策を実施） 

○犯罪被害者等支援従事者の支援マニュアルとなる

「三重県犯罪被害者等支援ハンドブック」を作成し、

支援従事者の対応力の底上げを図りました。 

 （令和２年度新規施策） 

環
境
生
活
部 

○「みえ性暴力被害者支援センター よりこ」の支援

従事者に対し、支援に当たり代理受傷を防止するため

の研修・ケース会議を開催しました。 

・受傷対策実施回数:10 回（前年度：6 回、＋4 回） 

環
境
生
活
部 

⑥支援従事者

の心理的外傷

のケア 

○「三重県犯罪被害者等支援ハンドブック」におい

て、代理受傷とその対応策について記載しました。

【環境生活部】 

○「みえ性暴力被害者支援センター よりこ」相

談員を対象に代理受傷に関する研修を行いまし

た。【環境生活部】 

・実施回数：10 回（前年度：１回、＋９回） 

〇犯罪被害者等支援に従事する警察職員を対象

とした代理受傷に関する教養、研修会等を行い

ました。【警察本部】 

・実施回数：16 回（前年度 11 回、＋５回） 

環
境
生
活
部
・
警
察
本
部 
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施策
の柱 

基本
施策 

施策名 事業内容 
主担
当部 

（
２
）
犯
罪
被
害
者
等
を
支
え
る
社
会
の
形
成
の
促
進 

Ａ 

総
合
的
な
支
援
体
制
の
整
備 

《重点施策》 

⑦市町の総合

的対応窓口設

置に関する支

援 

○ひな形の配布等により、市町の「窓口一覧表」及び

「犯罪被害者等支援施策集」の作成を支援しました。 

 ・犯罪被害者等支援施策集作成市町数：７市町 

（前年度：２市町、＋５市町） 

○条例制定市町等を訪問し、各市（町）における犯罪

被害者等支援の現状と課題の確認をしたほか、支援

体制整備に向けた助言を行いました。 

  （令和２年度新規施策） 

環
境
生
活
部 

Ｂ 
犯
罪
被
害
者
等
へ
の
理
解
の
促
進 

《重点施策》 

①「犯罪被害

を考える週

間」を中心と

した広報啓発

の実施 

○県広報誌「県政だよりみえ」11 月号、に「犯罪被害

を考える週間」についての記事を掲載しました。【環境

生活部】（前年度：同様の施策を実施） 

○11 月 28 日大山田コミュニティプラザ（桑名市）に

おいて「犯罪被害者支援を考える集い～桑名市犯罪被

害者等支援条例制定記念～」を開催しました。【環境生

活部・警察本部】 

〔プログラム〕 

 ・講演：犯罪被害者ご遺族 寺輪 悟氏 

 ・桑名市犯罪被害者等支援条例概要紹介 

・（公社）みえ犯罪被害者総合支援センター活動紹介 

 ・犯罪被害者等を支える社会づくりを呼びかける    

啓発イベント：出演者 桂 文我氏 

・フィナーレ：県民代表による犯罪被害者等を支える

社会づくりに向けての決意表明：交通遺児を励ま

す会会員のお子さん、県立桑名工業高等学校 生

徒の皆さん 

・来場者数：159 名 

（前年度：同様の施策を実施） 

○「犯罪被害を考える週間」中、県庁及び県地域機関、

市町役場においてパネル、ポスター等展示を行いまし

た。【環境生活部・警察本部】 

（前年度：同様の施策を実施） 

環
境
生
活
部
・
警
察
本
部 
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施策
の柱 

基本
施策 

施策名 事業内容 
主担
当部 

（
２
）
犯
罪
被
害
者
等
を
支
え
る
社
会
の
形
成
の
促
進 

Ｂ 

犯
罪
被
害
者
等
へ
の
理
解
の
促
進 

②犯罪被害者

等支援につい

ての出前講座

の実施 

〇関係機関・団体等において、出前講座を実施し、条例

の周知及び犯罪被害者等支援の必要性や具体的支援要

領について事例検討を交えて説明しました。 

 ・実施回数：６回（前年度８回、－２回） 

・参加者：171 名（延べ） 

（前年度：300 名、－129 名） 

環
境
生
活
部 

③「～寄り添

う心～より

こ」出前講座

の実施 

○学校・自治会等において出前講座を実施し「よりこ」

の周知及び性暴力被害の潜在化防止を図りました。 

 ・実施回数：８回（前年度 12 回、－４回） 

・参加者：353 人（延べ） 

 （前年度：739 人、－386 人） 

環
境
生
活
部 

《重点施策》 

④事業者の犯

罪被害者等へ

の理解の促進

【再掲】 

○事業者の方々に、犯罪被害に遭った従業員の雇用継

続、休暇取得への配慮、職場における二次被害の防止

等について理解を深めていただくため、事業者向けの

パンフレットを作成し、県庁内雇用関係窓口及び事業

者団体に配付しました。（前年度：同様の施策を実

施。事業者向けパンフレットは新規作成。） 

○事業者の方々に、「三重県犯罪被害者等支援研修

会」に参加いただき、理解の促進を図りました。（令

和２年度新規施策。） 

環
境
生
活
部 

  

⑤医療従事者

等の犯罪被害

者等への理解

の促進 

○医療従事者の方々に、「三重県犯罪被害者等支援研

修会」への参加いただき、理解の促進を図りました。（令

和 2 年新規施策） 

環
境
生
活
部 

  

⑥インターネ

ット上の誹謗

中傷への対応 

○総務省、法務省に対し、インターネット上における

犯罪被害者等に対する誹謗中傷に対する法整備を含め

た早急な対応を求める提言を行いました。 

（前年度：同様の施策を実施） 

○「三重県犯罪被害者等ハンドブック」において、イ

ンターネット上の誹謗中傷に関する相談への対応要領

について記載しました。 

（令和 2 年新規施策） 

環
境
生
活
部 
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施策
の柱 

基本
施策 

施策名 事業内容 
主担
当部 

（
２
）
犯
罪
被
害
者
等
を
支
え
る
社
会
の
形
成
の
促
進 

Ｂ 

犯
罪
被
害
者
等
へ
の
理
解
の
促
進 

⑦生徒等を対

象とした「命

の大切さを学

ぶ教室」の開

催 

〇犯罪被害者等の現状や、命の大切さの理解、規範意

識の向上を図るため、中学、高校、大学生を対象に、

犯罪被害者遺族による講演を行いました。 

 ・実施回数：７回（前年度 11 回、－４回） 

・参加者：1,320 人（延べ） 

 （前年度：3,228 人、－1,908 人） 

警
察
本
部 

⑧学校におけ

る児童生徒の

犯罪被害者等

への理解の促

進 

○教科や特別活動等において、犯罪被害者の人権に係

わる問題に対する理解を深める学習が行われるよう、

人権教育ガイドラインや人権学習指導資料等の活用を

促進しました。 

 （前年度：同様の施策を実施） 

教
育
委
員
会 
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 数値目標の進捗状況は以下のとおりでした。 

 すべての項目が微増しましたが、目標の達成には、取組みを一層強化する必要

があります。 

目標項目 令和元年度 
現状値 

(令和２年度) 

目標値 

(令和５年度) 

④ 犯罪被害者等支援

施策集作成市町数 
２市町 

７市町 

（５市町増） 
29市町 

⑤ 「（公社）みえ犯罪

被害者総合支援セ

ンター」の認知度 

6.5％ 
11.3％ 

（4.8％増） 
30.0％ 

⑥ 「みえ性暴力被害

者支援センター 

よりこ」の認知度 

9.4％ 
16.0％ 

（6.6％増） 
30.0％ 

 

 

 

 

【参考】「三重県 e-モニターアンケート」（R2.11/13～11/26）抜粋 

                     今回調査：n=564人  前回調査：n=693人 

 

1.2

19

11.2

7.3

17.7

35.3

45.6

15.1

9.6

20.9

14.7

26.8

16

11.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90100

その他

どれも聞いたことがない

全国被害者支援ネットワーク（犯罪被害者等電話サポートセ…

津地方検察庁（被害者ホットライン）

三重弁護士会（犯罪被害支援センター）

法テラス（犯罪被害相談支援ダイヤル）

児童相談所

女性相談所

性犯罪被害相談電話＃８１０３（ハートさん）

警察本部被害者支援室

三重県の総合的対応窓口（環境生活部くらし・交通安全課）

市町の総合的対応窓口

みえ性暴力被害者支援センターよりこ

（公社）みえ犯罪被害者総合支援センター

認知度（％）

５．数値目標の進捗状況 

Ｑ．あなたが知っている犯罪被害者等支援の相談窓口はどれですか。知っているもの

すべてを選んでください。 
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（１）犯罪被害者等が受けた被害の早期回復・軽減及び犯罪被害者等の生活再建

に対する支援 

 

Ａ 相談及び情報の提供 

   ブロック別に市町との意見交換会を、支援関係団体・機関にも参加いただ

きながら開催しましたが、各市町と支援関係機関・団体の相互連携体制の確

立がまだ十分ではないと判断されるため、今後も、継続して同様な取組を進

め、お互いに顔の見える関係を構築する必要があります。 

   「みえ性暴力被害者支援センター よりこ」については、周知広報取組の

強化に加え、近年のメディア等による情報発信の増加や、新型コロナウイル

ス感染症の影響、ＳＮＳ相談事業の開始などにより、令和２年度の相談件数

は前年度の約２倍となる６２３件に急増するなど、性犯罪・性暴力被害に対

する相談・支援ニーズが急速に高まってきています。また、付き添い支援等

直接的支援が必要となるケースが増えるとともに、相談者の低年齢化も進

んでおり、こうした状況に対応していくため、相談・支援体制の強化を速や

かに進めていく必要があります。 

   また、連携協力病院の数が全国平均 33病院と比べると、９病院と平均よ

り少ないことから、連携協力病院の拡充に引き続き取り組むとともに、男性

被害者に対応できる病院の確保を進める必要があります。 

 

Ｂ 被害の早期回復・軽減のための支援 

   三重県犯罪被害者等見舞金として、これまで令和元年度に９件１９０万

円、令和２年度に８件２１０万円の支給を行い、被害者の方からは「大変助

かった」という意見をいただいています。今後も、犯罪被害者等の経済的負

担を軽減するため、見舞金の速やかな給付を行うとともに、見舞金を必要と

している被害者が間違いなく見舞金を受け取れるよう制度周知を図ってい

く必要があります。 

 

Ｃ 生活再建に対する支援 

   「犯罪被害者等への民間賃貸住宅の仲介等に関する協定」締結後、令和２

年度中の利用はありませんでしたが、引き続き、希望があれば速やかに対応

できる体制を整えておくとともに、必要とする被害者が利用できるよう制

度周知を図っていく必要があります。 

   犯罪被害者等に対する事業者の理解促進については、まだ十分ではない

６．令和２年度の取組結果の評価、残された課題 
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と考えるため、令和３年度以降も、取組を説明する機会や作成したパンフレ

ットを配付する機会を積極的に活用しながら、継続した周知・啓発を進めて

いく必要があります。 

 

（２） 犯罪被害者等を支える社会の形成の促進 

 

Ａ 総合的な支援体制の整備 

  県の支援条例制定に続き、市町での条例制定の動きも拡大してきていると

ころですが、市町における総合的な支援体制は、まだ十分に整備できている状

態ではありません。 

  各市町の支援従事者が支援を行う際のマニュアルとなる「三重県犯罪被害

者等支援ハンドブック」が令和２年度に完成したので、ハンドブックの活用手

法も含め、支援従事者のノウハウ習得やスキルアップに向けた研修を、今後も

定期的に開催していく必要があります。 

  また、市町役場内における対応窓口の機能強化やワンストップ支援体制の

確立に向けて、全市町での策定を目指している「市町版犯罪被害者等支援施策

集」について、令和２年度末で７市町にとどまっていることから、全市町での

策定に向けて市町への働きかけを強化していく必要があります。 

  さらに、犯罪被害者等への情報提供の充実をさらに進める必要があること

から、市町窓口で配付する「相談窓口一覧」の作成を引き続き各市町へ働きか

けるほか、犯罪被害者に向けたアンケート調査でニーズの高い、情報提供と被

害からの早期回復を図るためのツールについても作成を検討していく必要が

あります。 

  加えて、市町窓口を周知徹底するため、各市町のホームページを整備し、対

応窓口や犯罪被害者支援に関する情報を掲載するよう働きかけます。 

 

Ｂ 犯罪被害者等への理解の促進 

  県による「犯罪被害者支援を考える集い」や「犯罪被害を考える週間」での

啓発事業、「出前講座」等を通じた取組のほか、市町での犯罪被害者等への理

解促進に向けた広報も拡大しつつあるところですが、「みえ犯罪被害者総合支

援センター」や「みえ性暴力被害者支援センター よりこ」の認知度は依然低

く、県民理解の促進は不十分と考えられます。多くの県民に、犯罪被害者等が

置かれている立場や状況、支援の必要性について知ってもらう機会を継続し

て提供していくことが必要です。 

  また、犯罪被害者等に早い段階で接する可能性の高い医療従事者について

は、これまで十分な周知啓発ができていないことから、特に注力して犯罪被害
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者等の心情や支援の必要性に関する理解の促進を図っていく必要があります。 

 

 

（１）犯罪被害者等が受けた被害の早期回復・軽減及び犯罪被害者等の生活再建

に対する支援 

 

Ａ 相談及び情報の提供 

❑ブロック別意見交換会を開催し、市町支援従事者のスキルアップを図るとと

もに、支援関係団体・機関との相互連携体制の確立を促進します。 

 

Ｂ 被害の早期回復・軽減のための支援 

❑犯罪被害者等の経済的負担を軽減するため、見舞金の速やかな給付を行うと

ともに、制度周知を進めます。 

 

Ｃ 生活再建に対する支援 

❑事業者の理解促進に向けて、パンフレットを活用した周知啓発に取り組みま

す。 

 

 

（２） 犯罪被害者等を支える社会の形成の促進 

 

Ａ 総合的な支援体制の整備 

❑市町において条例等の制定や支援事業の創設等が進められている今、総合的

支援体制を整備する絶好の機会と捉え、市町及び関係機関・団体を巻き込んだ

会議や研修会の開催等を通じて、顔の見える関係を構築するとともに支援従

事者のスキルアップを図ります。 

 

❑「市町版犯罪被害者等支援施策集」の策定に向けた市町への働きかけを強化し、

市町役場内における対応窓口の機能強化やワンストップ支援体制の確立を図

ります。 

 

❑各機関窓口で被害に関することを繰り返し話さなければならない精神的苦痛

を軽減するとともに、各機関の支援に関する情報を一元的に知ることのでき

るツールとして「被害者ノート」の作成を進め、犯罪被害者等への情報提供の

充実と被害からの早期回復を図ります。 

７．令和３年度の取組の方向性 
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❑犯罪被害者等と早期に接する可能性の高い医療従事者（救急救命士を含む）を

対象とした犯罪被害者等支援に関するパンフレットを作成し、パンフレット

を活用した研修等を実施することにより、二次被害の防止や犯罪被害者等を

支える社会の形成の促進を図ります。 

 

❑性犯罪・性暴力被害者支援の充実を図るため、連携医療機関の充実・拡充を図

ります。拡充にあたっては、年々増加している男性被害者に対する支援を実施

するため、産科・婦人科に加えて泌尿器科等との連携も視野に取組みます。 

 

❑子どもたちが性暴力の加害者にも、被害者にも、傍観者にもならないよう、児

童生徒や保護者、養護教諭を対象に性被害の未然防止や対応等についての研

修を開催するとともに、小学校低学年向けの学習教材を各校に配付します。 

 

❑よりこ連携・協力病院における支援対応力の強化を図るため、性暴力被害者支

援看護職（SANE）の養成プログラムへ看護職を派遣し、よりことともに性暴力

被害者に寄り添ったきめ細やかな支援活動に継続して協力していただける人

材を育成します。 

 

Ｂ 犯罪被害者等への理解の促進 

❑県民の犯罪被害者等への理解を促進するため、「犯罪被害を考える週間」を中

心に「犯罪被害を考える集い」の開催や、大型集客施設での啓発活動など各種

広報啓発活動を推進するとともに、「（公社）「みえ犯罪被害者総合支援センタ

ー」及び「みえ性暴力被害者支援センター よりこ」の認知度向上に取り組み

ます。 

 

❑出前講座に取り組み、条例の周知や犯罪被害者等支援の必要性について、県

民の理解の促進を図ります。 
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別添１【三重県 DV・妊娠 SOS・性暴力相談広報用チラシ（令和２年度）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



35 

 

別添２【中学生向け「よりこ」チラシ（表面）】 
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【中学生向け「よりこ」チラシ（裏面）】 
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別添３【①三重県犯罪被害者等見舞金外国語版チラシ（スペイン語、表面）】 
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【①三重県犯罪被害者等見舞金外国語版チラシ（スペイン語、裏面）】 
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【②三重県犯罪被害者等見舞金外国語版チラシ（ポルトガル語、表面）】 
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【② 三重県犯罪被害者等見舞金外国語版チラシ（ポルトガル語、裏面）】 
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【③三重県犯罪被害者等見舞金外国語版チラシ（英語、表面）】 
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【③ 三重県犯罪被害者等見舞金外国語版チラシ（英語、裏面）】 
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【④三重県犯罪被害者等見舞金外国語版チラシ（簡体中国語、表面）】 
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【④ 三重県犯罪被害者等見舞金外国語版チラシ（簡体中国語、裏面）】 
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別添４【「相談窓口等一覧」ひな形】 
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別添５【事業者向け犯罪被害者等支援啓発パンフレット（表紙）】 
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【事業者向け犯罪被害者等支援啓発パンフレット（中面）】 
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【事業者向け犯罪被害者等支援啓発パンフレット（中面）】 
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【事業者向け犯罪被害者等支援啓発パンフレット（裏面）】 
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別添６【犯罪被害を考える週間 チラシ（表面）】 
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【犯罪被害を考える週間 チラシ（裏面）】 
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三重県犯罪被害者等支援推進計画 年次報告書（令和２年度） 

 

令和３（2021）年８月 

三重県環境生活部くらし・交通安全課 

 

〒514－8570 津市広明町 13番地 

電 話：059-224-2664 

ＦＡＸ：059-224-3069 

メール：anzen@pref.mie.lg.jp 

県ＨＰ：https://www.pref.mie.lg.jp/SEIKOTU/HP/ci400015131.htm 

mailto:anzen@pref.mie.lg.jp

